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平成27年度科学技術関係予算の概要
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平成２７年度科学技術関係予算（案） ＜全体額＞

平成27年度当初予算額
平成26年度
当初予算額

対前年度比較 【参考】
平成26年度
補正予算額

うち「新しい日本のため
の優先課題推進枠」

増減額 増減率

科学技術関係予算（※1）

(Ａ + Ｂ) ３４,４７０ ２,８５７ ３６,２６９ ▲1,799 ▲5.0％ ２,２５８

１ 一般会計 （Ａ） ２９,２１５ ２,５７０ ３０,２３０ ▲1,015 ▲3.4％ １,４０６

うち
科学技術振興費（※2） １２,８５７ １,４６０ １３,３７２ ▲515 ▲3.9％ ７８９

２ 特別会計 （Ｂ） ５,２５５ ２８７ ６,０３９ ▲784 ▲13.0％ ８５２

（単位：億円）

（※4）

（※1）「科学技術関係予算」とは、科学技術振興費の他、国立大学の運営費交付金・私学助成等のうち科学技術関係、科学技術を用いた新たな事業化
の取組、新技術の実社会での実証試験、既存技術の実社会での普及促進の取組等に必要な経費としている。

（※2）「科学技術振興費」とは、一般会計予算のうち、主として歳出の目的が科学技術の振興にある経費としている。（具体例：研究開発法人に必要な経
費、研究開発に必要な補助金・交付金・委託費等）

（※3）本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府省
の速報値をとりまとめたものであるため、今後の精査により変更があり得る。

（※4）難病・小児慢性特定疾患のための新たな医療費助成制度の創設による社会保障関係費への統合分（▲540億円）を除くと実質的な伸びは+25億円、
+0.2％。
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（単位：億円）

平成27年度当初予算額 平成26年度当初予算額

対前年度
比較

一般
会計

うち
科学技術
振興費

特別
会計

計
一般
会計

うち
科学技術
振興費

特別
会計

計

増減額 増減率

国会 11 11 - 11 11 11 - 11 0 ▲0.4%

内閣官房 614 - - 614 610 - - 610 4 0.7%

復興庁 ‐ - 240 240 - - 404 404 ▲164 ▲40.7%

内閣府 708 689 - 708 740 721 - 740 ▲32 ▲4.4%

警察庁 21 21 - 21 21 21 - 21 0 ▲0.0%

総務省 454 406 - 454 493 406 - 493 ▲38 ▲7.7%

法務省 59 - - 59 68 - - 68 ▲9 ▲13.6%

外務省 69 - - 69 63 - - 63 6 9.9%

財務省 13 10 - 13 13 10 - 13 0 0.1%

文部科学省 21,629 8,530 1,172 22,801 21,917 8,483 1,202 23,118 ▲318 ▲1.4%

厚生労働省 1,027 751 28 1,055 1,599 1,255 28 1,627 ▲572 ▲35.2%

農林水産省 970 922 - 970 978 928 - 978 ▲9 ▲0.9%

経済産業省 1,287 997 3,530 4,817 1,286 1,004 4,110 5,396 ▲579 ▲10.7%

国土交通省 522 275 4 527 525 281 4 529 ▲2 ▲0.4%

環境省 314 246 281 595 319 253 263 582 12 2.1%

防衛省 1,517 - - 1,517 1,587 - 28 1,615 ▲98 ▲6.1%

計 29,215 12,857 5,255 34,470 30,230 13,372 6,039 36,269 ▲1,799 ▲5.0%

平成２７年度科学技術関係予算（案） ＜府省別＞

（※）本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府省の速報値をとりまとめたものであるため、
今後の精査により変更があり得る。

（※）予算額は四捨五入して掲載（予算計上がない場合は「-」と掲載）。 3



文科省

66.1%

経産省

14.0%

防衛省

4.4%

厚労省

3.1%

農水省

2.8%

内閣府

2.1%

内閣官房

1.8%

環境省

1.7%

国交省

1.5%
総務省

1.3% 復興庁

0.7% その他

0.5%

総額
３４，４７０億円

【府省別割合】 【機関別割合】

国会
警察庁
法務省
外務省
財務省

総額
３４，４７０億円

うち運営費交付金
10,463億円

独立行政法人
10,215億円 29.6%

大学等
12,885億円 37.4%

内局等
11,370億円 33.0%

うち 施設整備費補助金
私立学校助成等
2,422億円

うち 施設整備費補助金、
その他補助金 1,230億円

うち運営費交付金
8,984億円

平成２７年度科学技術関係予算 ＜府省別・機関別＞

（※1） 本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府省の速報値をとりまとめたものであるた
め、今後の精査により変更があり得る。

（※2） （ ）内は平成26年度予算の数値である。
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（4.5%）

（4.5%）

（2.7%）
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（1.5%） （1.4%）
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平成２７年度科学技術関係予算 ＜会計別＞

（※） 本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府省の速報値をとりまとめたものであるた
め、今後の精査により変更があり得る。

科学技術振興費

37%

(12,857億円）

教育振興助成費

36%

（12,507億円）

防衛関係費

4%（1,517億円）

その他

7%（2,334億円）

エネルギー需給勘定

8%（2,598億円）

電源開発促進勘定

4%（1,387億円）

特許

3%（926億円）

その他

1%（344億円）

総額
３４，４７０億円

一般会計
８４．８％

特別会計
１５．２％

【会計別割合】
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当初予算 補正予算 地方公共団体分うち科学技術振興費

（億円）

10,000

0

20,000

30,000

40,000

第２期 第３期

45,841
43,581

40,49040,841 40,404 41,401 40,447

うち 科学技術振興費

42,405
4,297
2,400

50,463

10,970

50,000 3,853

42,444
4,576

1,836

第４期

5,832

4,483

46,963
4,407

5,076

6,081
4,899

3,238 4,475

41

4,453
305

4,250
375

4,206

1,451
4,160
1,175

10,212

(11,124) (11,832) (12,298) (12,841) (13,170) (13,312) (13,462) (13,628) (13,777) (13,334) (13,352) (13,135) (13,007)

35,11334,685 35,444 35,974 36,084 35,779 35,743 35,708 35,639 35,890 36,648 36,927 36,098

52,792

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 ２０年度１９年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

4,496

(13,372)

36,513

44,938 43,529

H26補正予算と
H27当初予算を
一体的に編成

科学技術関係予算の推移

第２期（13～17年度）第１期（8～12年度）
基本計画での投資規模：17兆円
実際の予算額：17.6兆円

基本計画での投資規模：24兆円
実際の予算額：21.1兆円

第３期（18～22年度）
基本計画での投資規模：25兆円
実際の予算額：21.7兆円

第４期（23～27年度）
基本計画での投資規模：25兆円
実際の予算額（現時点）：約22.3兆円

142 4,344

1,246

予備費

２７年度

34,470

（※1）本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府省の速報値をとりまとめたものであ
るため、今後の精査により変更があり得る。

(12,857)

4,758

（※2）本頁の26年度予算額には、公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等が含まれており、先の頁に記載された26年度予算額とは異なっている。

2,258

34,470
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注1) 平成18年を1（各国通貨を基準）として、各国の科学技術予算総額（地方分を除いた政府予算）の各年の比率を算出。
（諸外国はNISTEP科学技術指標2013より、日本は内閣府で集計した結果を元に算出）

注2) 本図で比較した集計の期間は、諸外国は暦年、日本は年度。

諸外国の科学技術関係予算の推移（平成18年基準）
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出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2014」

注1) 政府の研究開発費負担割合とは、各国の研究開発費（企業、公的機関、大学等が研究開発に支出した実績）総額のうち、
政府が負担した割合。ただし、政府の研究開発費負担分は国により中央政府のみの場合と地方政府を含む場合があるた
め国際比較の際には注意が必要である。

注2) 本図で比較した集計の期間は、諸外国（日本を除く）は暦年、日本は年度。

政
府
の
研
究
開
発
費
負
担
割
合

％

主要国における政府の研究開発費負担割合の推移
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平成27年度科学技術関係予算の編成
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平成27年度科学技術関係予算に関するスケジュール

(H26)
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 12月

（Ｈ27）
１月

27
年
度
予
算
概
算
要
求

27
年
度
政
府
予
算
案
決
定

（7月中旬～
8月下旬）

○関係府省の
取組を把握し
た上で重点化
対象施策を特
定

-アクションプラン
対象施策

-イノベ環境創出
関連施策

Ｈ
２
７
重
点
化
対
象
施
策

（
本
会
議
決
定
）

（5/23） （6/24） （7/17）

（6/5）

予算戦略会議⑤
○H27概算要求に

向けて
-総合戦略2014原案
-意見交換

（6/26）

予算戦略会議
⑥
○H27重点化の
進め方
-アクションプラン・

SIPの進め方
-イノベ環境創出の

進め方
-意見交換

（9/19）（8月末）

予算要求の企画段階から
総合科学技術・イノベー
ション会議が主導

Ｈ
２
７
資
源
配
分
方
針

（
本
会
議
決
定
）

総
合
戦
略
２
０
１
４

（閣
議
決
定
）

総
合
戦
略
２
０
１
４
（
原
案
）（
本
会
議
で
審
議
）

予算重点化等を
予算編成に反映

Ｈ
２
７
科
技
予
算
の
編
成
方
針
（
本
会
議
決
定
）

概算要求に向け
政策誘導・予算
重点化

（12/19）

予算戦略会議⑦
○H27予算編成に

向けて
-各省庁の概算要求

状況
-意見交換

（1/14）

26
年
度
補
正

予
算
案
決
定

（１月９日）

（1/13）

○国家的に重要な大規模
研究開発の評価として
「フラッグシップ2020プロ
ジェクト（ポスト「京」の開
発）」の評価を実施
（２回の評価検討会での
検討を踏まえ、評価専
門調査会で案をとりまと
め、本会議で決定）
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科学技術イノベーション予算戦略会議

科学技術イノベーション総合戦略（平成25年６月７日閣議決定）に基づき、政府全体の科学技術関係予算に関し、イノベー
ション創出に向けた予算の重点化及び各府省の取組等について、関係府省の緊密な連携を確保し、必要な調整を行うた
め、内閣府に設置。

概要

総合科学技術・イノベーション会議有識者議員の出席を基本とし、以下のとおり。

構成員

（平成25年度）

第１回会合（6月20日）： 科学技術イノベーション総合戦略、平成26年度科学技術関係予算の重点化等の進め方
第２回会合（7月16日）： 戦略的イノベーション創造プログラム、科学技術重要施策アクションプラン、イノベーション環境創出
第３回会合（9月3日）： 戦略的イノベーション創造プログラム
第４回会合（11月14日）： 平成26年度科学技術関係予算の編成に向けて

（平成26年度）

第５回会合（6月5日）： 平成27年度科学技術関係予算の概算要求に向けて
第６回会合（6月26日）： 平成27年度科学技術関係予算の重点化等の進め方
第７回会合（12月19日）： 平成27年度科学技術関係予算の編成に向けて

議長

副議長

構成員

開催実績

内閣府特命担当大臣（科学技術政策）

内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）

内閣官房日本経済再生総合事務局次長、警察庁長官官房技術審議官、総務省大臣官房総括審議官、
外務省軍縮不拡散・科学部長、文部科学省科学技術・学術政策局長、厚生労働省大臣官房技術総括審議官、
農林水産省農林水産技術会議事務局長、経済産業省産業技術環境局長、 国土交通省大臣官房技術総括審議官、
環境省総合環境政策局長、防衛省大臣官房技術監
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